
居住誘導区域・都市機能誘導区域

大玉村役場

大玉村

二本松市

本宮市

国道４号東側

目指すべき将来都市像

立地適正化計画とは

都市の居住者の生活の利便性を継続的に確保するため、一定の人口が

集まる範囲に、必要な店舗や病院、公共施設などが集積して立地するコン

パクトな都市構造を目指していくための計画です。

資料：大玉村都市計画マスタープラン（R6.●）

1.守るべき農地を保全しながら既存のコンパクトな市街地を活
かし、地域拠点や国道4号の周辺で生活に必要な都市機能
を維持・確保します。

2.高次な都市機能は隣接都市との広域連携を図ります。
3.都市機能への公共交通によるアクセスを確保します。

都市機能に関する基本方針

1.人口が集積する旧来からの地域拠点を中心に居住の誘導を
図ります。

2.守るべき農地を保全し、適切な範囲に居住の誘導を図ります。
3.災害の心配のない安全で安心な地域に居住の誘導を図りま
す。

4.安達太良山の眺望に配慮した建築や土地利用を原則とし、
コンパクトな範囲に居住を誘導します。

居住に関する基本方針

1目標の柱

地域経済が
活性化する
むら

2目標の柱

安達太良山を
中心とした
自然を守り景観
を創造するむら

3目標の柱

定住・移住を
促進するむら

4目標の柱

広域的な
交流を促進
するむら

5目標の柱

多世代が
暮らしやすい
むら

6目標の柱

安全・安心に
暮らせるむら

7目標の柱

持続可能な
社会を推進
するむら

8目標の柱

地域住民
の力を
活かすことが
できるむら

区域区分 望ましい区域像

居住
誘導区域

◼ 生活利便性が確保される区域
◼ 生活サービス機能の持続的確保が可能な面積範囲内の区域
◼ 災害に対する安全性等が確保される区域

都市機能
誘導区域

◼ 業務、商業などが集積する地域等、都市機能が一定程度充実している区域
◼ 周辺からの公共交通によるアクセスの利便性が高い区域等
◼ 都市の拠点となるべき区域

資料：都市計画運用指針

玉井地区や大山地区と同様に人口の集積と増加の傾向
がみられる国道４号東側のエリアについては、コンパクトなまち
づくりを一体的に進めていく観点から、居住誘導区域には設

定しないこととしますが、引き続き人口動向を注視し居住誘
導区域編入の必要性を検討していきます。

資料 大玉村HP、福島県HP、日本郵政グループ、
    全国大型小売店総覧、 iタウンページ、大玉村資料

都市計画区域

行政機能

介護福祉機能

都市機能施設

商業機能

金融機能

子育て機能

教育・文化機能

運動施設

その他(参考)

居住誘導区域 都市機能誘導区域

大玉村役場

国道４号東側

Otama village Local Normalization Plan

（仮称）大玉村立地適正化計画 概 要 版

また、コンパクトであるだけでなく、高齢者や子供をはじめとする様々

な住民が、公共交通を使って生活に必要な施設へ容易にアクセスするこ

とができる公共交通と連携した「コンパクト・プラス・ネットワーク」を推進

するための計画です。

自然豊かな「大いなる田舎」に築く『田園都市』おおたま

大玉村の20年後の姿（将来像）

目標年次：令和24年

中間年次：令和14年

対象区域

 ：都市計画区域

暮らしと自然の豊かさを守り､創造･発展していくむらづくり

都市づくりの基本理念

一極集中

全ての人口集約

強制的な集約

地価水準の格差を生む

◎ 多極型の都市構造

◎ 全ての人口の集約を図るものではない

◎ 誘導による集約

◎ 急激な地価変動は生じない
資料：国土交通省



届出制度

目標値・評価指標

防災指針誘導施策

近年度重なる自然災害のリスクに見舞われるなど、防災上の観点も考慮したまちづくりを進めていくことが

重要となっています。

大玉村においては、近年大きな自然災害は発生していませんが、気候変動等の状況を踏まえるといつ大規

模な自然災害が発生してもおかしくありません。

このことから、大玉村立地適正化計画においても、村内の災害リスクを適切に把握し、できるだけ回避また

は低減するための必要な防災・減災対策を定め、計画的に対策実施を進めるため、防災指針を定めます。

指標名 定義 現況値 目標値
指標値の変動見通し

目標とする方向

都市機能施設

の立地件数

都市機能誘導区域内
の誘導施設の立地件数
（大玉村資料）

商業
子育て

［R5］
2件
5件

［R10］
3件
6件

•新規誘導による増加

デマンドタクシー

利用者数

たまちゃんタクシー年間利用者数
（大玉村資料）

［R5］
5,153人

［R10］
6,400人

•高齢化の進展による増加
•公共交通量環境改善に
よる増加

居住誘導区域内

の人口密度

可住地面積における居住誘導区
域内
人口密度（国勢調査）

［R2］
30人/ha

［R22］
30人/ha
以上

•住替えによる維持
•低未利用地や空き家活
用による増加

居住誘導区域内

の生産年齢人口

構成比

居住誘導区域の総人口に占める
生産年齢人口の割合（国勢調
査）

［R2］
59％

［R22］
59％

•若い世代の移住定住促
進や産業基盤整備による
維持

通勤通学

バス利用者数

通勤通学バス年間利用者数
（大玉村資料）

［R5］
1,064人

［R10］
1,600人

•年少人口の確保による通
学時利用の増加

大玉村全域

都市計画区域(=立地適正化計画区域)

居住誘導区域

都市機能誘導区域

届出不要

届出必要

届出必要

届出不要

届出必要

届出不要

届出不要

届出不要

誘導施設の立地

誘導施設の休廃止

誘導施設

３戸以上の住宅開発・新築

1戸で1,000㎡以上の開発

• 一定規模以上（3戸以上または1,000㎡以上）の
住宅の用に供する目的で行う開発行為を行う場合

• 一定規模以上（3戸以上）の住宅の建築等行為（新
築、改築、用途変更）を行う場合

大玉村役場

大玉村

本宮市

北部ふれあいセンター

・山間部の人が住むエリアに土砂災害ハザードエリアが重なっている

・0.5m程度の浅い浸水の予測範囲が水田部に重なっている
課題

・居住誘導区域から災害ハザードを除外することで、
住宅や人命の喪失といった災害リスクを回避する

取組
方針

リスクの

回避

土砂災害 水災害

・0.5mの浸水が想定されるエリア近傍に緊急指定避難所である
大玉村北部ふれあいセンターが立地

課題

・災害ハザード内に立地する北部ふれあいセンターは
水災害時の避難施設としては利用せず、安全なエリ
アに代替する避難施設を確保する

取組
方針

リスクの

回避

水災害

・市街地中心部にも火山泥流の浸水が到達する予測となっている課題

・火山災害に対する住民意識の醸成や避難訓練を
行い、リスク低減を図る

取組
方針

リスクの

低減

火山災害

資料 安達太良山火山ハザードマップ、大玉村HP、福島県HP、日本郵政グループ、全国大型小売店総覧、 iタウンページ、大玉村資料

土砂災害特別警戒区域

土砂災害警戒区域

浸水想定区域
［浸水深］Ｌ2：想定最大

0.5ｍ未満

0.5ｍ～3.0ｍ未満

3.0ｍ～5.0ｍ未満

12時間以上

浸水継続時間

河岸浸食

家屋倒壊等
氾濫想定区域

氾濫流

土砂災害ハザード

土砂災害警戒区域

浸水ハザード

火山泥流ハザード

融雪による
火山泥流浸水域

居住誘導区域

都市機能誘導区域

➀自主防災組織の
組成数

居住誘導区域内での自

主防災組織の設立を更に

促していくため、設立準備

や資機材整備に必要な経

費の補助を行います。

②避難誘導

火山災害が発生した際は、

「大玉村地域防災計画」に示

された「噴火警戒レベルに応

じた避難誘導の考え方」に則

り適切に避難誘導を行い、住

民の確実な避難を実現します。

③避難所の確保

特に泥流浸水が広範囲で予測される玉井地区中

心部については、玉井地区、国道4号沿道地区の避

難所に分散避難することを推奨します。

分散避難をするためには、住民へ避難所の事前周

知やマイタイムラインの作成を促す必要があること

から、平時から出前講座等の実施を検討します。

令和６年●月 大玉村
大玉村産業建設部建設課
〒９６９－１３９２ 福島県安達郡大玉村玉井字星内７０番地

電話 ０２４３－４８－３１３１（代表）

立地適正化計画区域内において以下の開発・建築

行為等を行う場合は、事前の届出が必要となります。

大玉村全域

都市計画区域(=立地適正化計画区域)

居住誘導区域

都市機能誘導区域

届出不要

届出必要

届出不要 届出必要 届出必要
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